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　亀　井　伸　雄

報 文    　  東日本大震災における被災文化財の　　　　
救援事業の展開について

はじめに
東日本大震災で被災した文化財の救援事業の
概要について述べるにあたって，まず被災された
方々に心よりお見舞い申し上げたいと思います。
3月11日に三陸沖で発生したM9．0という途轍も
ない大地震によって引き起こされた大災害で，多
くの貴重な生命や財産が失われました。東日本大
震災と名付けられたこの大災害は，地震による都
市基盤施設や建造物等の倒壊・損壊と共に，東北
地方を中心に関東北部に及ぶ大津波による沿岸の
市街地を根こそぎ攫う大破壊に加えて，特に福島
県を中心に福島第一原子力発電所の事故によって
引き起こされた放射能汚染も加わり，世界でも例
のない事態となってしまいました。
これら三つの要因が重なったことにより発生し
た災害から地域の復興を果たすには，相当の時間
と莫大な経費がかかることが予想されます。しか
し，「がんばれ東北」，「がんばろう日本」のかけ声の
起こる中で，私たち国民が一丸となって地域再生
に向けて一つ一つ根気よく諸課題を解決しながら
前進していくことが求められています。
地震発生直後から，文化庁では文化財被害につ
いての情報収集が始まりました。被害の大きかっ
た東北地方の沿岸地域では，過酷な避難生活を余
儀なくされた多くの被災者への対応や行方不明者
の捜索が最優先され，文化財どころではない状態
が長く続いたのも事実です。それでも，各県から
報告される被災文化財の数は，日に日に数を増し
てきました。
文化庁にこれまで報告のあった多かれ少なかれ
被災した国指定関係の文化財の件数は，優に7百
件を超えて，その範囲は東日本の広範な地域にわ
たっています。

文化財救済への胎動
私たち文化財関係者の間には，被災文化財の救
援活動をしなければという意識は強くありました
が，人命救助と生活支援は最優先に考えなければ
ならないことは明らかで，被災文化財の調査とそ
の救援を直ちに行うことについては慎重にならざ
るを得ませんでした。それでも，文化財関係の各
組織の中には，地震発生直後から独自に築き上げ
たネットワークを通して被災情報の収集を行な
い，中にはいち早く現地入りして救援活動を行っ
たところもありました。
地域に生まれ伝えられた有形無形の貴重な文化
財は，先人たちの生きた地域の歴史と文化を示す
証であり，今を生きる人々にとっても地域の伝統
文化や精神文化を伝える貴重な遺産です。そのた
め，文化財を守ることは，被災地域の今後の復興
において精神的な糧や支柱になることは疑う余地
はないと思います。
事実，震災後しばらくすると，いくつかの地区
で被災文化財の保存修復をいわば復興のシンボル
として捉えようとする動きも出始めました。典型
的な事例として，岩手県陸前高田市の名勝高田松
原があります。7万本ともいわれた松林のなかで，
ただ1本奇跡的に残った松を中心に景勝地を復元
する取り組みが開始されたことが，被災後早々に
大きく報道されたことを記憶しています。また，
相馬野馬追はじめ各地で伝統行事や伝統芸能の復
活再生へ向けた取り組みが開始されているとの報
道も続き，生き続けていく証としての伝統の持つ
力の強さを今更ながら思い知らされました。
こうした世間の関心の目が文化財へも向き始め
た頃から，文化庁では被災各県への事前現地調査
を開始し，阪神淡路大震災後の対応に倣って国と
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して文化財救援を組織的に行う枠組みについて検
討を開始しました。

救援活動の枠組みと執行体制
被災県の一つである宮城県教育委員会から3月
29日付けで文化庁に対し文化財の救援要請が出
されたことを受け，文化庁は翌30日付けで「東北
地方太平洋沖地震被災文化財等救援事業（文化財
レスキュー事業）実施要項」を定め，国立文化財機
構や文化財・美術関係団体等に対し救援委員会の
設立参加の要請を求めました。
文化財レスキュー事業の実施要項では，
（1）…事業内容は文化財等の廃棄や散逸を防止す
るため，直接被災した文化財はもとより被
災地県内の社寺や個人，博物館・美術館・資
料館等の保存施設の倒壊やその危険性のあ
る背設から，文化財等を救出し，応急措置
を施し，当該県内外の博物館等保存機能の
ある施設で一時的な保管を行うこと，

（2）…救援事業の対象は，国・地方公共団体の指定
等の有無を問わず，絵画，彫刻，工芸品，書
籍，典籍，古文書，考古資料，歴史資料，有
形民俗文化財等の動産文化財及び美術品を
中心とすること，

（3）…救援事業推進にあたって文化庁美術学芸課
を担当課とし，実施機関として独立行政法
人文化財機構や文化財・美術関係団体に対
し「東北地方太平洋沖地震被災文化財等救
援委員会」の設置を要請するとともに，各都
道府県に対し学芸員等専門家の派遣や博
物館等への一時保管の協力を要請する，

などと定めています。

4月15日に東京文化財研究所で開催された第1
回救援委員会に参加した文化財・美術関係団体は
これを了承し，「東北地方太平洋沖地震被災文化財
等救援委員会」が正式に結成され，私の属する東
京文化財研究所にその事務局が置かれることにな
りました。
会議の席上，文化庁からは各地の被害状況の概
要が報告された後，今後の対応等について情報の
共有をはかりました。そして，文化財レスキュー

事業の実施にあたって，以下に示す主要事項が確
認されました。
（1）…被災県の指定文化財や過去の文化財調査記
録等から文化財等の所在情報を把握すると
ともに被災各県の教育委員会を通し，関係
市町村教育委員会，歴史資料館，美術館等か
らも被災文化財等の情報収集を行うこと。

（2）…被災文化財の救援にあたっては，所有者か
らの要請に基づきその立会い（又は委任）の
下で行い，また安全な保存施設での保管の
要請があった場合には可能な限り保存機能
を有する施設へ移送して一時保管を行う。
その際に，目録を作成すると共に，預かり
証を発行すること。

（3）…救出した文化財等の情報は，個々の文化財
についての価値判断は行わず，応急措置等
を行ったことも含め適宜文化庁および関係
地方公共団体へ報告する。

（4）…文化財の救援活動を実施するにあたって，
文化財等の取扱いや保存の専門家等を中心
とする「文化財レスキュー隊」を編成する。

ところで，会議で問題視された点は，このレス
キュー活動の資金をどう確保するかにありまし
た。この点については音頭を取った文化庁では，
にわかに勃発した救援事業であることもあって国
庫による本事業費の確保は困難であることから，
当面文化財救援に特化した寄付金を幅広く募るこ
とで賄うこととし，4月早々から文化庁長官から
の支援要請の熱いメッセージが内外に向けて発信
されました。
寄付金の受け入れ先は，平成7年の阪神淡路大
震災の時の前例に倣い（公益財団法人）文化財保
護・芸術研究助成財団が引き受けることになりま
した。ただし，文化財救援に参加するのはあくま
でボランティア精神に基づくものとし，各人の旅
費等の活動経費やボランティア保険に必要な経費
は自己または所属団体等の負担とすることとし，
寄せられた寄付金の使途については，救出文化財
等の養生や梱包，応急修理，保管場所への移動に要
する経費等に限定することとしました。
このほか，レスキュー隊員の作業に必要なマス
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ク，手袋，長靴など必要最小限の用品は可能な限
り各団体に提供を求め，極力経費の節減に努める
こととしました。また，隊員には被災地での身分
を明らかにするために救援委員会から所属団体等
を記した身分証明書を発行することにしました。
文化財レスキュー事業の全体の枠組みは，図1
に示す通りです（救援事業への参加団体名は本図
に記載）。
事務局を任された東京文化財研究所では，文化
財救援事業を全所的に取り組むこととし，防災面
での研究に加えて被害文化財の保存修復に関する
技術支援を業務の一つとして位置付けました。
事務局運営の組織として5班編成とし（図2），
それぞれ原則として責任者各2名と補佐役数名を
置くことにしました。それらは，レスキュー事業
推進のための情報収集と被災県や参加団体との連
絡調整を担当する広報班，現地活動記録ほか各種
委員会活動を取りまとめる記録班，現場から寄せ

られる応急措置や保存環境等を分析する情報分析
班，現地からの要求される支援物資の調達等を行
う活動支援班，それと国立文化財機構本部の協力
を得て救援活動に必要な物件費等の会計処理を行
う会計経理班の5班です。
このように救援活動を行う上での枠組みと事業
の進め方について一定の合意と準備が出来上がり
ましたので，事務局ではレスキュー事業に参加を
表明した諸団体と密接に連絡を取りながら，事業
実施の準備に入りました。

文化財レスキュー事業の展開
まず，事務局では文化庁の調査官ともども早速
支援要請のあった宮城県へ出向き，県教育委員会
や美術館博物館の関係者と事業推進に関わる諸事
項について協議しつつ被災文化財の状況，保管場
所の選定等に関する情報収集を行いました。そし
て現地本部の設置が不可欠との結論に達しまし

文化庁HPより

図1　東北地方太平洋沖地震被災文化財等救援事業（文化財レスキュー事業）の枠組み
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た。協議の結果，現地本部は仙台市博物館の厚意
により青葉城下にある同博物館内に置かれるこ
とになり，実質的に4月18日から活動を開始し
ました。
現地本部には県や市の担当者とともに東文研の
職員一人が交代で常駐して，県内の被災文化財の
情報収集とレスキュー隊の召集と作業日程の調整
を行いました。後に，東京国立博物館や奈良文化
財研究所の協力を得て国立文化財機構からは2名
常駐の体制を敷いて効率的な対応に努めました。

宮城県教育委員会では，困難な状況の中で被災
館等のおよその情報を収集しておりましたので，
それを基に事前調査の結果，石巻文化センター所
蔵の文化財等の救出をレスキュー事業の第一号に
取り上げることとしました。
石巻文化センターは，郷土の彫刻家の美術作品
や地元の蒐集家のコレクションはじめ様々な文化
財等10万点とも言われる収蔵品のある総合文化
施設で，石巻湾に極近い平地に位置しています。
鉄筋コンクリート造の建物でありましたが，一階
が津波により水没し，かつ近隣の製紙会社はじめ

市街地の建造物等の破壊・損壊によって生じたさ
まざまな瓦礫や浮遊物が施設内に押し寄せ，内部
の空間を埋め尽くす事態となっていました。大量
に押し寄せた漂着物の瓦礫のまず撤去し所蔵品の
発掘や収蔵庫までの道筋の確保をしなければなり
ませんでした。被災地では，公共交通機関が寸断
され，電気，水道などライフラインが遮断された
ままの状態で，またガソリン不足もあって車の手
配もままならず，加えて暗い室内から救援された
物品等の洗浄も出来ないなど，レスキュー隊の作
業は困難を極めました。
水損した文化財等は，洗浄可能な物件は仙台市
内の施設で洗浄し，最終的には県の施設等に収納
しています。
救援委員会としての活動当初は，各人・各団体
の思惑の違いや連絡系統の不徹底もあって，幾分
ぎくしゃくした感じもありましたが，5月連休明
け頃から現地本部の機能が軌道に乗り，またレス
キュー隊員相互の意思の疎通も出来るようにな
り，寄り合い所帯ではありますが，委員会事業と
しての体裁も整い比較的スムーズに救援活動が出
来るようになりました。
津波による水損文化財のうち巻物，軸物，古文
書等といった紙文化財や資料の取り扱いですが，
カビなど微生物による生物劣化を出来るだけ抑え
るために一刻も早く乾かすことが求められます。
水濡れの程度にもよりますが，ひどい場合には水
損文化財を冷凍保存し真空凍結乾燥機にかけて
乾かす方法が知られています。しかし，その装置
を利用できる施設には限りがあり費用もかかりま
す。そこで，水損文化財等の処理等について情報
共有するため，5月10日に東京文化財研究所で保
存科学関係者を中心に研究会がもたれ，水濡れの
程度に応じた対応についての考え方や留意点，ま
た，新しい試みとして堅固なビニール袋に紙を挟
んだ水損資料を入れ減圧して水抜きを繰り返すス
クウェルチ・パッキング法が紹介されました。
これまで，救援にかかわった施設のうち主な救
援物件は次の通りです。
・�石巻文化センター（石巻市）；毛利コレクショ
ン，彫刻・絵画等，古文書，民俗資料，考古資料 
・�ホエールランド（石巻市）；捕鯨用具，鯨関係自

図2　事務局の組織

広報班

記録班

情報分析班

活動支援班

会計経理班
（文化財機構本部）

レスキュー委員会
事務局
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然史資料，鯨液浸標本，鯨骨格標本 
・�マリンバル女川（女川町）；漁具関係民俗資料，
考古資料，自然史資料
・�歌津魚竜館（南三陸町）；自然史資料，考古資料，
民俗資料， 
・熊野那智神社（名取市）；懸仏多数 

・個人宅（複数）；古文書，絵画，写真，台帳等
これらの施設の収蔵品は実に多岐にわたって
いました。そこでの選別は不可能であり，全ての
物件が施設にとって貴重なものでありましたの
で，収蔵品のほぼすべてを救援対象としました。
その中には，文化財側にとって日ごろなじみの薄
い自然史系の標本や学術資料，行政文書・雑誌等
の蔵書にわたるまで実に広範囲なものに及んでい
ます。
一方，岩手県においては，被災後独自に文化財
の救出を行ってきましたが，5月に入って県教育
委員会から救援要請が出されたことに伴い，文化
財レスキュー事業が開始されました。ただし，岩
手県においては現地本部は置かず県教育委員会か
らの情報を基に本部事務局から物資等の提供をす
るという方式で始まりました。物資提供先は，主
に陸前高田市立博物館です。同博物館は2階内部
天井まで大破した状況で，誠に残念なことに博物
館職員は全員が津波で犠牲になっていました。所
蔵品に関する情報が失われたこともあって，文化
財の救出は困難を極めました。それでも，旧館員
を中心に懸命に自然史系標本，民俗資料，考古資
料，古文書，絵画等美術品ほかの文化財等が救出
されました。このなかで自然史系の標本類等は全
国の自然史系博物館に預けられ，応急修理等が行
われています。そのほかの文化財等は近隣の施設
や内陸部の施設に一時保管して応急措置等が施さ
れています。
本格的な救援活動が開始されて3ヶ月を過ぎた
7月26日に第2回目の救援委員会が開催され，こ
れまでの経過と今後の見通しについて協議がもた
れました。このなかで，宮城県下の活動は，7月で
山を越した感がありましたので，東京からの常駐
派遣は一応打ち切り，8月から現地本部を縮小し
て宮城県教育委員会を中心とする域内の関係者が
東京本部と物資の調達や人員派遣等連絡調整しつ
つレスキュー事業を展開することが報告されまし
た。また，岩手県については，前述の陸前高田市
立博物館への物資の提供等が当面の目標になり，
一時保管されている美術品の応急修理が今後の課
題と報告されました。このほか，文化庁から福島
県や茨城県でも要請があると報告され，これに対

写真　１階部分が被災した石巻文化センター

写真　同館内の被災状況（１階収蔵庫前の通路）

写真　救出された水損紙資料の応急乾燥
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する対応について協議がなされました。
ところで，これまで各団体が工面に苦慮してき
た現地への派遣については文化庁で予算確保の見
通しが立ち，8月からはその中から執行すること
が可能となりました。これによって，レスキュー
活動は，息を吹き返した感があります。

今後の活動について
レスキュー事業は，現在も進行中ですが，文化
庁の定めた要項では来年3月末をもって終了する
ことになっています。一連の活動で救援された文
化財は膨大で，被災施設や家屋の復旧について先
の見えない状態が続く現状では一時保管期間は相
当長くなることが予想されます。そのための保管
施設の確保が急務となっています。臨時的に間借
りした保管場所も，各施設本来の活動が再開され
たときには，かなりの部分明け渡さなければなら
ないことは容易に予想されることであり，適切な
環境が維持できる保管施設の確保が求められると
ころですが，それは事実上各県とも厳しい状況に
あります。
今回のレスキュー事業は，被災した文化財等の
救援と保存のための応急修理や応急措置及び，よ
り安全な保管場所への移送が中心とされていま

す。今後は，救援した文化財等の中には，早急に
本格的な修理を行わなければならない物件も多
く，それを誰の責任でどこがやるのかなど事業終
了後の方向性を具体的に示すことが求められてき
ています。このようにレスキュー事業終了後の課
題も多く残ると予想しています。
また，救援委員会として今回の教訓を将来に生
かすためにも，一連の活動を通して得られた成果
及び露呈した救援のありようについての課題等を
総括すると共に，広範囲なレスキュー活動を行う
場合の枠組みのあり方や具体的な作業マニュアル
等についてまとめていきたいと考えています。
最後に，これまで私たちの活動の趣旨を理解し
多額の寄付や支援を寄せられた方々に厚く御礼を
申し上げるとともに，長期にわたり繰り返し現地に
入ってレスキュー活動に参加していただいた多く
の学芸員・専門家の方々にも感謝を申し上げます。
（東北地方太平洋沖地震被災文化財等救援委員
会委員長）

（かめい・のぶお　独立行政法人国立文化財機構
　　　　　　　　　　　東京文化財研究所長）

※写真はレスキュー委員会事務局提供による

写真　陸前高田市立博物館内部の惨状 写真　近隣の学校施設に一時保管された同館所蔵の
民具等　　　　　　　　　　　　　　


